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         映画「主戦場」上映に関する公開質問状 

        －双方の見解を聞く公開討論の場を設けよ－ 

 

川崎市市民文化振興室室長  山崎  浩 殿 

   市民文化振興課課長 田中 智子 殿 

 

NPO 法人 KAWASAKI しんゆり映画祭 

     実行委員会代表 中山 周治 殿 

 

                          令和元年（2019 年）11 月 1日 

 

                                                 ケント・ギルバート 

                                   藤岡 信勝 

                                   藤木 俊一 

                                   山本優美子 

                         映画「主戦場」被害者を支える会 

 

 （1）映画「主戦場」上映の動き 

 11月 1 日付けの神奈川新聞（電子版）によれば、川崎市で開催中の「ＫＡＷＡＳＡＫＩ

しんゆり映画祭」で慰安婦問題を扱ったドキュメンタリー映画「主戦場」の上映が中止に

なった問題で、主催者のＮＰＯ法人は３１日、同映画を上映する方向で検討を進めている

ことを明らかにしたとのことです。 

 

 これは極めて遺憾なことであり、映画「主戦場」において、無断で「登場」させられ、

「歴史修正主義者」などの誤ったレッテルを貼られて一方的に攻撃され、人格的に侮辱さ

れている被害者の私たちとしては、絶対に容認できないことです。 

 

 昨日、10 月 31 日、私たちはすでに、川崎市役所の市民文化振興課にうかがいましたが、

課長も上司も用事で外出中とのことで、別の担当者に託して資料と動画の DVD を手交し

て参りました。私たちは映画「主戦場」を中止した市の立場を支持する者ですが、このよ

うな対応は後日責任が問われます。 

 

 そのあと、市の記者クラブで記者会見を行い、私たちの立場を資料に基づき詳細に説明

いたしました。会見は 2 時間近くになりました。同会見は、10 月 31 日付け共同通信配信

記事等によって全国的に報じられております。 

 

 （2）不正な手段で入手した映像の詐欺映画で人格攻撃 

 実行委員会の委員の一人は「中止によって多くの映画人、観客を傷つけた」などといっ

ていますが、上映によってもっとも傷つけられるのはわれわれ被害者です。話は真逆です。 
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 「主戦場」の監督を自称する出崎幹根は、上智大学の大学院修士課程の「卒業制作」の

ための学術研究として、私たちに研究協力を求めました。「上智大学」の「学術研究」と

いう信頼によって、私たちはインタビューに協力しましたが、実際には、上智大学が定め

ている手続きや規定を完全に無視し、事前の告知が義務付けられている重要事項がことご

とく隠匿されたままにインタビューは進められていたのです。もちろん、商業公開の準備

も、全く伏せられていました。つまり、詐欺的手法で入手した映像・音声によって作られ

たのが、商業映画「主戦場」なのです。 

 

 私たちは、5 月 30 日に出崎幹根および東風に対して同映画の上映中止を求めて、その欺

瞞性・問題性を指摘した「共同声明」を発しており、既に運営委員会および市当局におい

ても、ご検討されたことを仄聞しております。その後、民事・刑事の訴訟になっています。

大学で出﨑と共謀してこの陰謀を指揮した指導教授の中野晃一氏に対しては、共同声明に

連名した出演者全員が「研究参加同意撤回書」を提出済みです。上智大学の規程では、撤

回書が出された場合、無条件で、入手した研究資料（この場合は映像・音声）を廃棄しな

ければならないことになっています。従って映画「主戦場」は廃棄される義務下にある映

像資料であり、すでに世の中に存在する正当性を失っているものなのです。 

 

 研究に協力した善意の国民を騙し違法な手段によってつくられた映画について「表現の

自由」を求めることは、泥棒が盗品の所有権を主張することと論理的に同一であり、法治

社会では絶対に許されないことです。もちろん、盗品であることを知りながら、それを売

買した古物商も、同じく罪を問われます。他者の人権を踏みにじる権利は、誰にも与えら

れておりません。 

 

 （3）公開の討論会を求める 

実行委員会が「上映実現にむけて前向きに協議」するというのであれば、この映画の存

在根拠そのものが失われていることを主張し、重要な当事者である私たちの意見も当然聞

くべきです。 

 

上記のような事情を知らずに、制作者側の見解だけを聞いてものごとを判断するのは、

自由で民主的な社会のルールに違反します。上映を推進する立場の人々は、しばしば「民

主主義」を口にしますが、民主主義は異なる双方の意見を聞いた上でことを判断するのが

最低の条件です。今の実行委員会の進め方は、反民主主義的なやり方です。 

 

 川崎市に対しては、映画「主戦場」はすでに民事事件・刑事事件となっており、それは

上映中止の理由としては十分な根拠となり得るもので、市の判断は妥当です。川崎市は公

的機関なのであり、恣意的判断をしてはならず、明確な基準を示す必要が義務づけられて

います。もし、上映再開を認めるとしたら、このような映画に公金を支出してよいという

「川崎市の公金支出基準」を示していただきたいと要求します。 

 

  以上の理由から、私たち「被害者」は、市または実行委員会の主催（または両者の共催）
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による双方の当事者の主張を聞く公開の討論会を強く要求します。この手続きなしには、

川崎市における「主戦場」の上映は法的・道義的正当性を完全に喪失するものとなること

を重ねて強調しておきます。 

 

 2日正午までにご回答頂きますよう求めます。 

                                   （以上） 

 

＜連絡先電話番号＞ 

川崎市役所（直通）044-200-2416 市民文化振興課 田中智子課長 

                市民文化振興室 山崎浩室長 

NPO 法人しんゆり映画祭実行委員会事務局 044-953-7652 中山周治代表 

 

映画「主戦場」被害者グループ 連絡先 090-2324-5056（藤岡信勝） 


